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※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、

当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】：基幹産業が少なく財政基盤が弱いため、類似団体の平均を０．０１％下回っているが、ここ数年間上昇傾向に

ある。今後とも税の徴収業務の強化による徴収率の向上や、企業誘致を進め、歳入の確保に努める。

【経常収支比率】：公債費の増加、臨時財政対策債の減少及び減収補てん債の終了に伴い、前年度と比べて０．６％上昇して

いるが、類似団体の中では、上位に位置している。

【人口１人当たり人件費・物件費等の決算額】：８町村での合併により類似する公共施設が多く、職員数が多いことから、平均

値を上回っている。人件費については、定員適正化計画に基づく職員数(Ｈ２７年度末・７４７人）を目標に集中改革プランの見

直しを行い、より一層の削減を行うこととし、物件費については、H１８年度から導入した指定管理者制度による削減や公共施

設の統廃合により、一層のコストの低減を図っていく。

【ラスパイレス指数】：前年と同数値であり、全国平均を下回っている。今後、人事評価制度を導入し、その後、処遇にも反映

【実質公債費比率】：生活環境の整備として、下水道事業や簡易水道事業に重点的に取り組んできたことや、過疎債や一般単独

事業債等の多額の地方債の発行を行って地域の課題に対応してきたことから、類似団体平均を上回っている。今後も元利償還

金は増加し、実質公債費比率が上昇することから、公債費適正化計画に基づいて、公共事業の見直しを行い、市債発行の抑

制、繰上償還、借換債等を実施していく。

【人口１人当たり地方債現在高】：類似団体平均を大幅に上回っている。このため、市債の発行額を当該年度の元金償還額の範

囲内にするなどの新規発行市債の抑制、繰上償還及び借換等を行い減少に努めるなどした結果、減少傾向にあり、前年度と比

べて３．０％減少している。今後も、財政運営の一層の効率化により減少に努める。

【人口１，０００人当たり職員数】：８町村での合併であったため職員数が多く、合併時から退職者の補充減等により削減を行って

いるため、職員数は、前年から減少しているものの、全国平均を上回っている。
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